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2021年4月21日 『風力発電』の拡大は部材に商機
2021年3月30日 『カーボンニュートラル』への道（2）

2021年5月24日

『再生可能エネルギー』のコストが大幅に低下
世界が脱炭素に向けて舵を切る中、世界全体の半分近くのCO2を排出する発電・エネルギー分野のクリーン

化は急務であり、太陽光や風力といった『再生可能エネルギー』の利用拡大が求められています。世界では過

去10年で太陽光や風力発電のコストが大きく下がったため、電力業界は『再生可能エネルギー』の利用拡大

を一段と進めることは間違いなく、関連事業の拡大余地は大きいと考えられます。

『再生可能エネルギー』は脱炭素の筆頭

 全産業の中で、最もCO2を多く排出しているのが電力業界です。世界全体の半分近くのCO2を排出する発

電・エネルギー分野のCO2排出量削減は脱炭素にとって必須と言えます。この分野のクリーン化については、

太陽光や風力といった『再生可能エネルギー』が筆頭に挙げられます。

 電力業界は、今後『再生可能エネルギー』の利用拡大を一段と進めることは間違いありません。これは、ルール

や法律によってというよりも、過去10年で太陽光や風力発電のコストが大きく下がったため、そちらで発電した

方が電力会社には有利になってきたためです。

発電コストは大幅に低下

 国際再生可能エネルギー機関（IRENA）のレポートに

よると、2019年に導入された『再生可能エネルギー』の

発電容量の半分以上が、最も安価な新規石炭火力発

電よりも発電コストが安かったとされています。同報告書

は、新規に導入される『再生可能エネルギー』の発電が、

既存の石炭火力発電所に対しても価格優位性をいっそ

う強めていることを強調しています。

 IRENAによれば、太陽光発電のうち、大規模太陽光発

電と区分されるものは2010年以降、82％もコストが低

下しました。また、陸上風力発電は約4割、洋上風力発

電も約3割のコスト低下を実現しています。

『再生可能エネルギー』の事業拡大余地は大きい

 今年に入り、欧州だけでなく、米国や中国といった世界の大国が、環境対策に本腰を入れ始めました。米中が

本気になったのは、地球温暖化などの環境問題に対する政治的なインセンティブの高まりや自国産業の競争

力維持が背景にあると考えられ、世界各国で環境への投資拡大が続くでしょう。こうした中、発電コストが大幅

に下がった『再生可能エネルギー』の関連事業の拡大余地は大きいと考えられます。
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（出所）IRENAのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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